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研究要旨 

本研究は、医療計画のうち新興感染症に係る医療計画について、実効性のある要件設定・基準、評価指標とな

るよう、記載事項について検討し、整理することを目的とした。新興感染症の専門家や有識者を研究協力者と

して議論を行い、医療計画における「新興感染症発生・まん延時における医療」について、都道府県や医療現

場で運用可能で、実効性のある指標の基本的考え方および指標例を整理した。今後、本研究での研究成果を踏

まえた指標例の定義および集計単位や基準値の明確化を行い、指標策定以降は、都道府県の医療計画策定に

おける実態調査等が必要と考えられる。 
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Ａ. 研究目的 

本研究は、令和 6 年度からの第 8 次医療計画の

策定に係る新型コロナウイルス感染症を含む新興

感染症の感染拡大時における医療のあり方につい

て、医療計画の策定に向けた検討に資する研究を

行う。新型コロナウイルス感染症を含む新興感染

症の感染拡大時における医療のあり方については、

令和 2 年 12 月 15 日「医療計画の見直しに関する

検討会」において、医療計画への「新興感染症発

生・まん延時における医療」を医療計画の記載事

項として位置付けることが適当とされ、令和 3 年

の通常国会で成立した改正医療法において新興感

染症発生・まん延時における医療提供体制の確保

に関する事項が医療計画の 6 つ目の事業に位置付

けられた。この事項の具体的な記載項目や医療計

画の推進体制等、政策上必要となる指標および既

存事業への感染症対策関連指標の盛り込みについ

て検討する必要がある。 

本研究班では令和３年度において「新興感染症

発生・まん延時における医療」について、大規模

感染症流行時の短期的な医療需要への対応および

平時からの備えとして行政や医療機関との連携体

制について、医療計画の必要な事項および新興感

染症などの感染拡大時における医療体制の構築に

関するチェックポイントを検討してきた。前提と
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して、想定する新興感染症は、感染症法に定める

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新

感染症を基本としている。また、医療計画の中心

核は都道府県と医療機関との間における新興感染

症に係る協定締結の枠組みであり、協定の法定化

により平時において新興感染症に対応する医療を

準備する体制、感染症危機発生時の有事において

新興感染症に対応する医療と一般医療が維持でき

る体制を構築することを目的としている。各医療

措置協定は、(1)病床関係、(2)発熱外来関係、(3)

自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療養者等への

医療の提供関係、(4)後方支援関係、(5)人材派遣

関係の 5種類に整理され、さらに(1)(2)の協定は、

流行初期から対応する「流行初期医療確保措置付

き協定」と、要請を受けてから一定程度の準備期

間（3箇月程度）を経てから対応する「一般的な協

定」に分けた枠組みが準備された。 

本研究ではこれまでの研究成果を踏まえ「新興

感染症発生・まん延時における医療に係る医療計

画」について、都道府県や医療現場で運用可能で、

実効性のある指標の基本的考え方および指標例を

整理することを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

新興感染症の専門家や感染症法および新型イン

フルエンザ等対策特別措置法に関する知見を有す

る学識経験者や行政経験者を研究協力者として議

論を行い、「新興感染症発生・まん延時における

医療」に係る医療計画の記載事項について検討を

行う。 

本研究班が対象とする事業は「新興感染症発生・

まん延時における医療」であり、感染症発生・ま

ん延時における５疾病等の通常医療提供体制の維

持については別途、議論・とりまとめが行われた

ため対象外とする。また、その他感染症に関する

専門人材の育成・配置の在り方については感染症

法に基づく予防計画の議論の場等での議論が必要

のため、本研究では医療計画の内容に関する事項

について検討を行う。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では個人情報や動物愛護に関わる調査・実

験は行わない。研究の遂行に当たっては、各種法令

や「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」

を含めた各種倫理指針等の遵守に努める。また、厚

生労働省医政局を始めとする関係各所の定めた規

定・指針等を遵守し、必要な申請を行う。また、実施

にあたっては、奈良県立医科大学医の倫理審査委員

会の許可を得た。 

Ｃ. 研究結果 

「新興感染症発生・まん延時における医療」に係

る医療計画においてはパンデミック時における協定

締結医療機関の体制整備状況について定量的に示す

ことができる指標を作成した。令和 3 年度に本研究

班で作成した新興感染症などの感染拡大時における

医療体制の構築に関するチェックポイントや、第８

次医療計画等に関する検討会における「意見のとり

まとめ（新興感染症発生・まん延時における医療）」

（令和４年３月 20 日）における指標イメージを参考

に計 2回の班会議を経て指標の検討を進めた。 

指標は「新興感染症発生・まん延時における医療」

に関する検討会資料に沿い、（1）病床、（2）発熱外

来、（3）自宅・宿泊施設・高齢者施設での療養者等

への医療の提供、（4）後方支援、（5）医療人材の 5

つの柱に分けて、データの具体性や測定可能性を検

討した。指標例およびその趣旨について検討した結

果を以下に示す。（添付資料 表 1、表 2） 

1．「新興感染症発生・まん延時における医療」に係

る指標作成の方向性 

① 基本的な考え方

 新型コロナウイルス感染症対応時には、感染症

指定医療機関のみでは新型コロナウイルス感染

症患者の急増に十分な対応ができず、入院病床

のみならず、感染症患者や重症者に対する医療

人材が不足した。また、発熱患者等が急増した

ため、帰国者・接触者外来以外においても診療

が必要となったが、新型コロナウイルス感染症

拡大当初は適切な感染対策が実施でき、新型コ
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ロナウイルス感染症疑い患者に対応できる医療

機関が限られていた。そのため、入院病床、発

熱外来のいずれにおいても感染症対応のために

最新の知見に基づいた院内感染対策（ゾーニン

グ、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓

練等）を適切に実施し、感染症患者に対する必

要な医療提供体制を整えることが必要。 

 新型コロナウイルス感染症拡大時には新型コロ

ナウイルス感染症患者が急増したため入院病床

が不足し、新型コロナウイルス感染症患者にお

ける軽症者の自宅・宿泊施設・高齢者施設での

療養の仕組みが法定化された。自宅・宿泊施設・

高齢者施設での療養者に対応する医療機関にお

いては感染対策を適切に実施し、オンライン診

療や電話診療、往診を含む医療の提供体制や訪

問看護を行う体制、発熱等患者の医薬品等対応

を行う体制を整えることが必要。 

 新型コロナウイルス感染症拡大時は、新型コロ

ナウイルス感染症患者の入院を受け入れる医療

機関のひっ迫を解消するため、入院患者や感染

症から回復後に入院が必要な患者の速やかな転

院調整が必要。 

 入院患者が増大し、医療のひっ迫が認められる

場合に、医療人材を外部の医療機関から確保す

ることが必要とされた。また、感染症対応にあ

たる人材においては、感染症対応について適切

な知識や技術が求められ、訓練・研修等を通じ

た対応能力の向上が必要。加えて、感染制御の

人材の派遣体制を整えることが重要。

 感染対策の知見・経験を有する医療従事者に

よる地域での相談支援体制の構築のために、感

染対策等について、医療機関と行政が連携した

ネットワークの整備が必要。

 新興感染症対応に係る医療にはアウトカム指標

がない。災害医療と同様に、新興感染症のまん

延が起こってからでないと評価ができないため、

平時において測定可能性が低いため記載しない

こととした。

② 指標の性質

 今回作成した指標案には、その性質から３つに

分けられる。

１）感染症法に基づく予防計画上の数値目標と

なる項目と同一の指標

２）医療計画独自の指標であり、かつ、現時点

で現状把握が可能なもの

３）医療計画独自の指標として今後把握が望ま

しいが現時点では把握が困難なもの。

 上記のうち１）については、「都道府県、保健所

設置市及び特別区における予防計画作成のため

の手引き」（令和４年度厚生労働科学研究「公衆

衛生体制の見直しと新たな体制構築のための政

策研究」）（以下、「予防計画作成手引き」という。）

を参照することとする。また、２）については、

下記「２．指標例」において集計定義を明確に

する。１）と２）を下記「２．指標例」の「（A）

予防計画上の数値目標となる項目と同一、又は

医療計画独自の指標で、現時点で現状の把握が

可能なもの」に記載する。

 上記のうち、３）については、現時点では把握

が困難なため、将来的に指標として活用できる

よう、現時点では方向性と定義のイメージのみ

記載する。下記「２．指標例」の「（B） 医療計

画独自の指標として今後把握が望ましいが現時

点では把握が困難なもの。」に記載する。

 また、医療計画の指標例においては、重点指標

（地域住民の健康状態やその改善に寄与すると

考えられるサービスに関する指標）と、参考指

標（その他国が提供するデータや独自調査デー

タ、データの解析等により入手可能な指標）に

分類して整理する必要がある。現時点では、新

興感染症対応に関する基本的な体制整備や研

修・訓練に関する指標を重点指標とするため、

上記のうち、１）の予防計画上の数値目標とな

る項目と同一の指標を重点指標とする。 

2．指標例 

（A） 予防計画上の数値目標となる項目と同一、又
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は医療計画独自の指標で、現時点で現状の把握が

可能なもの 

【病床】 

① 確保病床数（うち、流行初期医療確保措置、重

症者、特別な配慮が必要な患者、疑い患者） 

 考え方：入院治療が必要となる感染症患者に対

する病床を確保する必要がある。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。 

  

【病床】 

② 重症者の確保病床を有する医療機関における、

３年以上集中治療の経験を有する医師/看護師/

臨床工学技士数 

 考え方：将来、コロナと同様に重症呼吸不全へ

の対応が必要な感染症の発生・まん延に備えて、

重症感染症患者の診療が想定される医療機関に

おける、人工呼吸器等の重症患者管理ができる

人材を確保する必要がある。 

 定義：重症患者管理ができる人材の定義につい

ては、測定可能な指標となるよう明確な線引き

が必要であり、重症患者対応体制強化加算の施

設基準等を参考にし、「3年以上集中治療の経験

を有する」人材と定義した。集中治療において

は医師、看護師のみならず、臨床工学技士等の

マンパワーが必要であり、医師数、看護師数、

臨床工学技士数に分けた。また、人員体制に係

る実質的な機能を評価するために非常勤につい

ては常勤換算することとした。 

※算定式：常勤職員の人数＋（非常勤労働者の

１ヶ月の実労働時間 

 ÷当該医療機関の常勤職員の所定労働時間） 

 

【病床】 

③ 感染対策向上加算１届出医療機関数 

 考え方：新興感染症の発生・まん延時に協定に

沿った対応を速やかに行うためには、院内感染

対策について専門的な知識を有する医療従事者

を確保し、自院における新興感染症対応や、他

医療機関への助言が可能な体制を構築する必要

がある。感染対策向上加算 1 の施設基準におい

て、院内感染対策の専従人材の確保や、感染制

御チームの設置等が定められているため、本指

標を用いて院内感染対策についての専従人材の

確保等の体制を把握することが可能である。 

 定義：感染対策向上加算１を届出医療機関数。 

 なお、令和５年５月時点では、本加算におけ

る専従人材についての施設基準に加えて「新興

感染症の発生時等に、都道府県等の要請を受け

て感染症患者を受け入れる体制を有し、そのこ

とを自治体ホームページで公開している」こと

が施設基準となっており、厚生労働省事務連絡

（https://www.mhlw.go.jp/content/001088431

.pdf）において、「現時点では、令和５年１月１

日以降に新型コロナウイルス感染症に係る重点

医療機関の指定を受けていたことがある医療機

関のうち、過去６か月以内に新型コロナウイル

ス感染症患者（院内クラスターにより感染した

患者など当該医療機関に入院後に新型コロナウ

イルス感染症と診断された患者を除く。）に対す

る入院医療の提供の実績がある医療機関が該当

する。」とされている。診療報酬上の施設基準に

ついては、今後の制度等の見直しに応じ必要な

更新が図られるものである点に留意が必要。 

 

【発熱外来】 

④ 医療機関数（うち、流行初期医療確保措置対象

協定締結医療機関数） 

 考え方：新興感染症の疑いがある患者の外来体

制を整備する必要がある。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。 

 

【自宅・宿泊施設・高齢者施設での療養者等への医

療の提供】 

⑤ 医療機関数（うち、自宅・宿泊療養施設・高齢

者施設)（うち、往診、電話・オンライン診療）・

訪問看護事業所数・薬局数 
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 考え方：自宅・宿泊療養施設・高齢者施設の療

養者に対する医療体制を確保する必要がある。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。 

 

【後方支援】 

⑥ 医療機関数 

 考え方：後方支援を行う医療機関を確保する必

要がある。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。 

 

【医療人材】 

⑦ 派遣可能医師数（うち、県外派遣可能数） 

⑧ 派遣可能医師数のうち感染制御・業務継続支援

チームに所属している医師数 

⑨ 派遣可能看護師数（うち、県外派遣可能数） 

⑩ 派遣可能看護師数のうち感染制御・業務継続支

援チームに所属している看護師数 

 考え方：県内・県外を含め自院のみならず他の

医療機関等に派遣して活動が可能な医療人材を

確保する必要がある。 

 なお、自院の感染制御人材の確保については

感染対策向上加算１で部分的に評価できるが、

同加算が要件としている連携医療機関への助言

だけでなく、高齢者施設等への実地指導・助言

を含めた地域全体の感染制御人材の派遣キャパ

シティーを評価する必要があるため、地域での

活動が可能な感染制御・業務継続支援チームに

所属する医師・看護師を内数として集計する必

要がある。なお、当該チームには医師・看護師

以外の医療従事者等も含まれるが、医療人材の

派遣全体について、医師・看護師を把握するこ

ととしていること、指標例においては評価する

人材の定義を明確化する必要があることから、

本指標例においては、現時点では医師・看護師

の数を把握することが妥当である。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。 

なお、感染制御・業務継続支援チームは、予防

計画の人材派遣の項目における「感染症予防等

業務対応関係者」に含まれる。 

 

【病床】【発熱外来】【自宅・宿泊施設・高齢者施設

での療養者への医療の提供】 

⑪ 個人防護具を２ヶ月分以上確保している医療機

関数 

 考え方：感染症感染拡大時に迅速に対応し、ま

た個人防護具の生産が追い付かなくなった際に

も供給が再開するまで感染症対応を継続してい

くために一定数の個人防護具を備蓄しているこ

とが必要であり、新型コロナウイルス感染症対

応時に必要だった各種個人防護具の備蓄を確保

している医療機関を確保する必要がある。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。 

 

【病床】【発熱外来】【自宅・宿泊施設・高齢者施設

での療養者への医療の提供】 

⑫ 院内感染対策に関する地域のネットワークに参

加している医療機関数 

 考え方：コロナ対応においては、施設内感染が

発生した高齢者施設等の支援のために、感染対

策の知見・経験を有する医療従事者による地域

での相談支援体制が活用された。こうした相談

支援体制を構築するためには、指導的立場にあ

る医療機関や行政等も含めた、地域のネットワ

ークの構築が重要である。 

 定義： 都道府県が構築する、地域の院内感染対

策に関するネットワークに参加している医療機

関数（厚生労働省において都道府県から聴取す

ることを想定）。 

 

【病床】【発熱外来】【自宅・宿泊施設・高齢者施設

での療養者への医療の提供】【後方支援】【医療人

材】 

⑬ 年 1 回以上、新興感染症患者の受入研修・訓練

を実施又は外部の研修・訓練に医療従事者を参
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加させている割合 

 考え方：締結した協定を実効性のあるものとす

るためには、平時から、当該医療機関の医療従

事者に協定の履行を想定し、協定の履行に必要

な研修・訓練を行うことが必要である。 

 定義：予防計画上の数値目標となる項目と同一

であり、「予防計画作成手引き」を参照すること。

なお、研修・訓練については、予防計画上は全

医療機関（100％）での取組が求められているた

め、進捗についての現状把握は割合を用いて評

価する。以下、同手引きより抜粋。 

分母：全協定締結医療機関数 

分子：研修・訓練を１年１回以上実施又は職員

を参加させた機関数 

 

【病床】【発熱外来】 

⑭ 感染対策向上加算（1,2,3）・外来感染対策向上

加算を届出医療機関数 

 考え方：新興感染症対応においては、自院に感

染制御の専門的な知見を有する人材がいない中

小医療機関においても感染症対応が必要となる

ため、地域において、専門人材を有する医療機

関とその他の医療機関の間で、平時から連携体

制を構築することが重要である。感染対策向上

加算（1,2,3）や外来感染対策向上加算の施設基

準として保健所や、地域の医師会と連携したカ

ンファレンスの実施や参加等が定められており、

院内感染対策に係る医療機関間の連携体制の構

築状況について、これらの加算の算定医療機関

数で把握が可能である。 

 定義：感染対策向上加算１，同加算２、同加算

３、外来感染対策向上加算を届出医療機関数。 

 なお、感染対策向上加算は病床を有する医療

機関（有床診療所含む）が算定可能であり、外

来感染対策向上加算は診療所のみ（有床診療所

含む）が算定可能である。また、これらの加算

の施設基準において、新興感染症のまん延時に

おける感染症患者の受け入れ体制等が含まれて

おり、令和５年５月８日時点の感染症患者の受

け入れ態勢に関する施設基準については厚生労

働省事務連絡

（https://www.mhlw.go.jp/content/001088431

.pdf）において、以下のとおり示されている。

（抜粋） 

・感染対策向上加算１の施設基準について：現時

点では、令和５年１月１日以降に新型コロナウ

イルス感染症に係る重 点医療機関の指定を受

けていたことがある医療機関のうち、過去６か

月以 内に新型コロナウイルス感染症患者（院内

クラスターにより感染した患者 など当該医療

機関に入院後に新型コロナウイルス感染症と診

断された患者 を除く。）に対する入院医療の提

供の実績がある医療機関が該当する。 

・感染対策向上加算２の施設基準について：現時

点では、地域の診療所からの要請等に応じて新

型コロナウイルス感染症を疑う患者を救急患者

として診療し新型コロナウイルス感染症と診断

する場合に、必要に応じて当該患者の受入が可

能な体制を確保したうえで、過去６か月以内に

新型コロナウイルス感染症患者（院内クラスタ

ーにより感染した患者など当該医療機関に入院

後に新型コロナウイルス感染症と診断された患

者を除く。）に対する入院医療の提供の実績があ

る医療機関が該当する。 

・外来感染対策向上加算並びに感染対策向上加算

３の施設基準について：現時点では、外来対応

医療機関（「新型コロナウイルス感染症の感染

症法上の位置づけの変更に伴う医療提供体制の

移行及び公費支援の具体的内容について」（令

和５年３月 17 日付け厚生労働省新型コロナウ

イルス感染症対策推進本部事務連絡）の２．（３）

において示す発熱患者等の診療に対応する医療

機関をいう。）であって、その旨を公表してい

る医療機関のうち、受入患者を限定しない又は

受入患者を限定しない形に令和５年８月末まで

に移行することとしているものが該当する。 

 

（B） 医療計画独自の指標として今後把握が望まし
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いが現時点では把握が困難なもの。 

【病床】 

⑮ 流行初期医療確保措置付きの病床確保協定を締

結する医療機関における、後方支援についての

協定締結医療機関と連携している医療機関数 

 考え方：新興感染症の流行初期において、新興

感染症患者の病床を迅速に確保のためには、当

該医療機関が、後方支援に係る協定締結医療機

関と平時から連携しておき、当該医療機関から

の感染症患者以外の患者の転院について事前に

方針を共有しておくことが必要である。 

 定義：流行初期医療確保措置付きの病床確保の

協定を締結する医療機関において、自院が病床

を確保するに当たり影響が生じる一般医療の患

者の転院についての方針を相互に確認するなど

の連携を行っている、後方連携の協定締結医療

機関を確保している医療機関数。今後協定締結

作業が進んだ段階で、把握が可能となる。 

（中間見直しの際の把握・活用を想定） 

 

【病床】 

⑯ 病床確保の協定を締結する医療機関における、

院内清掃、寝具類洗濯、及び患者等給食の各業

務（委託業者が実施する場合を含む）において、

それぞれの担当者が 1 名以上新興感染症対応に

ついての研修を修了している医療機関数 

 考え方：新型コロナウイルス感染症患者の使用

した部屋の清掃や寝具類洗濯、患者等給食の各

業務においてその担当者が対応できず、看護職

員が対応したことで、看護職員等の医療従事者

の対応キャパシティーが制限される事例があっ

たため、新興感染症の発生・まん延時において、

感染症患者の病室の清掃等の業務を看護職員以

外でも分業しやすい体制を構築する必要がある。

そのため、医療機関における新興感染症に対応

可能な担当者の確保状況について、研修の取組

を把握する必要がある。 

定義：現時点で研修を明確に定義できず、今後、

国等による各研修の実施の状況を踏まえて定義

の明確化と現状の把握が必要。 

（中間見直しの際の把握・活用を想定） 

 

【医療人材】 

⑰ 派遣可能人材のうち新興感染症に関する研修を

受講した人数（職種毎） 

 考え方：派遣可能人材は最新の知見に基づく感

染対策の知識・技術が求められ、研修を受講す

ることが必要である。 

定義：人材派遣の協定を締結する医療機関にお

ける、当該医療機関において新興感染症発生・

まん延時に派遣が予想される人材であって、新

興感染症対応についての研修を受講した人数に

ついて評価することが望ましい。現時点では研

修の定義を定めることが困難なため、今後、国

等による各研修の実施の状況を踏まえて定義の

明確化と現状の把握が必要。 

（中間見直しの際の把握・活用を想定）。 

 

【病床】【発熱外来】【自宅・宿泊施設・高齢者施設

での療養者への医療の提供】【後方支援】 

⑱ 自治体が実施する関係機関による新興感染症患

者の移送・受入についての連携訓練に参加して

いる医療機関数 

 考え方：感染症拡大時に感染症患者の移送を滞

りなく行うためには平時より関係機関が参加し

た連携訓練を実施していることが必要である。 

 定義：自治体（保健所や消防機関等）と医療機

関が構成員となり、感染症患者の移送・受入に

ついての連携訓練に参加している医療機関の数

を評価することが望ましい。現時点では研修や

訓練の基準の明確化が困難であり、今後の都道

府県の取組も踏まえて定義の明確化と現状の把

握が必要。 

（中間見直しの際の把握・活用を想定） 

 

Ｄ. 考察   

本研究では新型コロナウイルス感染症の感染拡大

時に対応できたことを、10 年後にはより機動的に、
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多くの医療機関で対応できるような体制を目指して

医療計画の指標について検討した。しかしながら新

興感染症の指標は令和 6 年度の第 8 次医療計画から

はじめて設定されることから、令和 5 年度中に明確

に定義ができる指標だけでなく、令和 6 年度以降に

定義を明確化する指標で構成される。 

そのため、令和 8 年度の中間見直しに向けて、都

道府県や協定締結医療機関に対する継続的な調査を

行いながら指標の精緻化や見直しに関する研究が引

き続き必要である。 

 

Ｅ. 結論 

本研究は、医療計画のうち新興感染症に係る医療

計画について、実効性のある要件設定・基準、評価

指標となるよう、記載事項について検討し、整理し

た。 

今後、本研究での研究成果を踏まえた指標例の定

義および集計単位や基準値の明確化を行い、指標策

定以降は、都道府県の医療計画策定における実態調

査等が必要と考えられる。 

 

＜添付資料＞ 

表 1：新興感染症発生・まん延時における医療体

制構築に係る現状把握のための指標一覧 

表 2：新興感染症発生・まん延時における医療体

制構築に係る現状把握のための重要指標及び参考

指標の一覧 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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協定締結医療機関
その他の
医療機関⼊院 発熱外来

⾃宅・宿泊施設・⾼齢者
施設での療養者等への医

療の提供
後⽅⽀援 医療⼈材

ストラク
チャー

●

・確保病床数
（うち、流⾏初期医療確保措置、重症
者、特別な配慮が必要
な患者、疑い患者）

●

・医療機関数
（うち、流
⾏初期医療
確保措置対
象協定締結
医療機関）

●

・医療機関数
（うち、⾃宅・宿泊
療養施設・⾼齢者施
設)
（うち、往診、電
話・オンライン診
療）
・薬局数
・訪問看護事業所数

● ・医療機関
数

● ・派遣可能医師数（うち、
県外派遣可能数）

●
・派遣可能医師数のうち感
染制御・業務継続⽀援チー
ムに所属している医師数

・重症者の確保病床を有する医療機関に
おける、３年以上集中治療の経験を有
する医師/看護師/臨床⼯学技⼠数

● ・派遣可能看護師数（う
ち、県外派遣可能数）

●
・派遣可能看護師数のうち
感染制御・業務継続⽀援
チームに所属している看護
師数

● ・個⼈防護具を２ヶ⽉分以上確保している医療機関数

・院内感染対策に関する地域のネットワークに参加している医療機関数

プロセス

● ・年1回以上、新興感染症患者の受⼊研修・訓練を実施⼜は外部の研修・訓練に医療従事者を参加させている割合

・感染対策向上加算（１，２，３）・外来感染対策向上加算届出医療機関数（※）

・感染対策向上加算１届出医療機関数（※）

アウトカム

表1● 新興感染症の発⽣・まん延時における医療体制構築に係る現状把握のための指標例

（●は重点指標）
下線︓感染症法に基づく予防計画における数値⽬標となる項⽬と同⼀であり、把握の⽅法や、⽬標の⽴て⽅については、「都道府県、保健所設置市及び特別区
における予防計画作成のための⼿引き」（令和４年度厚⽣労働科学研究「公衆衛⽣体制の⾒直しと新たな体制構築のための政策研究」）を参照されたい。
（※）︓令和６年度診療報酬改定等により要件等が変更された場合には、必要に応じて指標における位置づけ等の⾒直しを⾏う
〇 上記の他、以下の項⽬については、医療計画独⾃の指標として今後把握が望ましいが現時点では把握が困難であり、中間⾒直しの際に把握・活⽤すること
を想定する。 詳細は令和４年度厚⽣労働科学研究「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」分担研究報告書「新興感染症発⽣・
まん延時における医療 のあり⽅検討（感染症企画班）」を参照すること。
• 流⾏初期医療確保措置付きの病床確保協定を締結する医療機関における、後⽅⽀援についての協定締結医療機関と連携している医療機関数
• 病床確保の協定を締結する医療機関における、院内清掃、寝具類洗濯、及び患者等給⾷の各業務（委託業者が実施する場合を含む）において、それぞれ
の担当者が１名以上新興感染症対応についての研修を修了している医療機関数

• 派遣可能⼈材のうち新興感染症に関する研修を受講した⼈数（職種毎）
• ⾃治体が実施する関係機関による新興感染症患者の移送・受⼊についての連携訓練の参加医療機関数
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表２：新興感染症指標一覧

No 分野
病期

医療機能
SPO

重点

●

予防計画の数値

目標と同一
指標名 集計周期 集計単位 指標の定義 取得方法（案） 備考

1
新興感染

症
病床 S ● ○

確保病床数（うち、流行初期医療確保措置、重症者、特別な配慮が必要な

患者、疑い患者）
毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照
協定締結医療機関を対象とした調査により把握

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

2
新興感染

症
病床 S

重症者の確保病床を有する医療機関における、３年以上集中治療の経験を

有する医師/看護師/臨床工学技士数
毎年

都道府

県

・重症患者の病床確保の協定を締結する医療機関において、集中

治療を必要とする患者の診療/看護/生命維持管理装置の操作及

び保守点検、に従事した経験を３年以上有する常勤の医師/看護

師/臨床工学士数

※常勤は医療法21条に基づく取り扱い通知（健政発777平成10

年通知）の医師の取扱を援用し32時間以上勤務している者とする

※非常勤（週32時間未満勤務している者）も常勤換算する。

（算定式：非常勤労働者の１か月の実労働時間÷当該医療機

関の常勤職員の所定労働時間）

協定締結医療機関を対象とした調査により把握
令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。

3
新興感染

症
病床 P 感染対策向上加算１届出医療機関数 毎年

都道府

県
・感染対策向上加算１届出医療機関数 診療報酬施設基準（厚生労働省において集計） 集計結果を厚労省より各都道府県に提供

4
新興感染

症
発熱外来 S ● ○ 医療機関数（うち、流行初期医療確保措置対象協定締結医療機関数） 毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照
協定締結医療機関を対象とした調査により把握

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

5
新興感染

症

自宅・宿泊施設・高齢者施設

での療養者等への医療の提供
S ● ○

医療機関数（うち、自宅・宿泊療養施設・高齢者施設)（うち、往診、電話・

オンライン診療）・薬局数・訪問看護事業所数
毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照
協定締結医療機関を対象とした調査により把握

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

6
新興感染

症
後方支援 S ● ○ 医療機関数 毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照
協定締結医療機関を対象とした調査により把握

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

7
新興感染

症
医療人材 S ● ○ 派遣可能医師数（うち、県外派遣可能数） 毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照
協定締結医療機関を対象とした調査により把握

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

8
新興感染

症
医療人材 S ● ○

派遣可能医師数のうち感染制御・業務継続支援チームに所属している医師

数
毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照

・各都道府県において、医療機関や高齢者施設等からの相談に応

じて助言を行うチーム（感染制御・業務継続支援チーム）に所属し

ている医師数

協定締結医療機関を対象とした調査により把握
令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

9
新興感染

症
医療人材 S ● ○ 派遣可能看護師数（うち、県外派遣可能数） 毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照

・各都道府県において、医療機関や高齢者施設等からの相談に応

じて助言を行うチーム（感染制御・業務継続支援チーム）に所属し

ている医師数

協定締結医療機関を対象とした調査により把握
令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

10
新興感染

症
医療人材 S ● ○

派遣可能看護師数のうち感染制御・業務継続支援チームに所属している看

護師数
毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照

・各都道府県において、医療機関や高齢者施設等からの相談に応

じて助言を行うチーム（感染制御・業務継続支援チーム）に所属し

ている医師数

協定締結医療機関を対象とした調査により把握
令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

11
新興感染

症

病床・発熱外来・自宅・宿泊

施設・高齢者施設での療養者

等への医療の提供・後方支

援・医療人材

S ● ○ 個人防護具を２ヶ月分以上確保している医療機関数 毎年
都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照

・何らかの協定を締結している医療機関における、コロナ対応時の消

費量の２ヶ月分の個人防護具の備蓄を確保している医療機関数

サージカルマスク、N95マスク、ガウン、手袋、アイプロテクション

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイ

ルス対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参

照

令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

12
新興感染

症

病床・発熱外来・自宅・宿泊

施設・高齢者施設での療養者

等への医療の提供・後方支

援・医療人材

S 院内感染対策に関する地域のネットワークに参加している医療機関数 毎年
都道府

県

《都道府県調査》

・都道府県が構築する、地域の院内感染対策に関するネットワーク

に参加している医療機関の数。※厚生労働省における「院内感染

対策地域支援ネットワーク事業」をあ活用する場合も含む。

・当該ネットワークは、地域における感染対策の知見・経験を有する

医療従事者による地域での相談支援体制の構築等を目的とする

※管下の市町村において、行政が構築する地域の感染対策に関す

る医療機関間のネットワークが存在する場合は合計可能

都道府県を対象とした調査により把握

13
新興感染

症

病床・発熱外来・自宅・宿泊

施設・高齢者施設での療養者

等への医療の提供・後方支

援・医療人材

P ● 〇
年1回以上、新興感染症患者の受入研修・訓練を実施又は外部の研修・訓

練に医療従事者を参加させている割合
毎年

都道府

県

・予防計画上の数値目標となる項目と同一であり、「予防計画作成

手引き」を参照

・研修や訓練については引き続き情報提供する

・病床協定と、その他協定で分けて把握する

※分母：全協定締結医療機関数

※分子：研修・訓練を１年に１回以上実施又は職員を参加させ

た機関数

協定締結医療機関を対象とした調査により把握
令和５年度においては協定締結の準備段階のため、新型コロナウイルス

対応の実績が現状となる。詳細は「予防計画作成手引き」を参照

14
新興感染

症

病床・発熱外来・自宅・宿泊

施設・高齢者施設での療養者

等への医療の提供・後方支

援・医療人材

P
感染対策向上加算（１，２，３）・外来感染対策向上加算届出医療機

関数
毎年

都道府

県

・感染対策向上加算（１，２，３）届出医療機関数

・外来感染対策向上加算届出医療機関数
診療報酬施設基準（厚生労働省において集計） 集計結果を厚労省より各都道府県に提供

グレー網掛け：感染症法に基づく予防計画における数値目標となる項目と同一であり、把握の方法や、目標の立て方については、「都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成

のための手引き」（令和４年度厚生労働科学研究「公衆衛生体制の見直しと新たな体制構築のための政策研究」）（本資料においては「予防計画作成手引き」とする）を参照されたい。

上記の他、以下の項目については、医療計画独自の指標として今後把握が望ましいが現時点では把握が困難であり、中間見直しの際に把握・活用することを想定する。詳細は本体資料（分担

研究報告書「新興感染症発生・まん延時における医療 のあり方検討（感染症企画班）」）を参照すること。

• 流行初期医療確保措置付きの病床確保協定を締結する医療機関における、後方支援についての協定締結医療機関と連携している医療機関数

• 病床確保の協定を締結する医療機関における、院内清掃、寝具類洗濯、及び患者等給食の各業務（委託業者が実施する場合を含む）において、それぞれの担当者が１名以上新興感染

症対応についての研修を修了している医療機関数

• 派遣可能人材のうち新興感染症に関する研修を受講した人数（職種毎）

• 自治体が実施する関係機関による新興感染症患者の移送・受入についての連携訓練の参加医療機関数 2-10




